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Abstract

　Photometric quantities, which are obtained by weighting the visual response of the human eye to the 
optical radiation, are classified as one of the psychophysical quantities. This paper reviews the realization 
method and its traceability chain of photometric units, such as candela (cd) and lux (lx). Additionally, 
several issues in providing the luminous intensity scale to the industry are summarized in terms of 
the global phase-out of incandescent light bulbs and the recent proposal of a novel spectral luminous 
efficiency function. Based on these findings, future prospects for the sustainable operation of the luminous 
intensity and illuminance standards are discussed.

1．はじめに 

1.1　背景
何らかの物理量を測定することは，定められた基準に

対する倍数を明らかにすることと同義であり，この基準
は常に正しく，世界共通でなければならない．物理量の
単位において，いわゆる共通言語は国際単位系（SI）1）

であり，学術論文誌はもとより，あらゆる場面において
SI に則した表記で物理量を議論することが求められて
いる．本調査研究で扱う光度・照度標準は，光に関する
物理量の基準となる知的基盤の一つである．人間のもつ
五感のうち，最も情報を与えるものは視覚とされている
ことから，光を定量化することは元来から望まれていた
技術である．光度の単位：カンデラ（記号は cd）は，SI 
基本単位の一つに定められており，このことが光度標準
の重要性を物語っている．

人間の目を通じて感じる光を定量化した物理量（測光
量）の計測は，光源や照明環境の明るさ，ディスプレイ
の評価技術にとどまらず，医療診断や作業環境の照度基

準評価など，そのニーズは多岐に渡っている．このため，
測光標準は光関連業界全体の支柱の一つであり，将来に
渡って安定に運用を継続するためにも，標準における技
術開発は極めて重要な位置づけとなる．

1.2　目的
本調査研究では，測光量の中でも光度と照度に焦点を

当て，これらの単位（カンデラやルクス）の具現方法や
標準の供給体制の理解，また，光度標準が直面している
現状の問題を調査し，標準の将来運用に向けた課題を論
じることを目的としている．まず，測光量に関する基礎
事項を整理し，光度（照度）単位の具現方法とそのトレー
サビリティ，校正を通した産業界への標準供給の現状に
ついてまとめる．次に，仲介用標準器や照度基準器の運
用に関する問題，また，固体照明（LED や有機 EL など）
全盛時代の到来とともに提起された新しい分光視感効率
に関する問題を含め，測光標準の持続可能な安定運用に
向けた懸案事項を整理する．最後に，これらの問題を踏
まえて，解決に向けた技術開発課題について議論する．
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Φv，立体角 Ωは以下の式で結び付けられる．

						      （1）

ここで，光束は放射束（単位：W）に対応する測光量で
あり，その単位をルーメン（記号：lm）で表す．また，
立体角の単位がステラジアン（記号：sr）であることから，
cd = lm sr-1 の関係が成立する．さらに，単位面積に入
射する光束量（lm m-2）を照度と呼び，単位をルクス（記
号：lx）で表す．

現在の SI におけるカンデラは，2018 年 11 月の第 26 
回国際度量衡総会（CGPM）の決議に基づき，以下のよ
う定義されている 3）．

　�カンデラ（記号は cd）は，所定の方向における光度
の SI 単位であり，周波数 540 × 1012 Hz の単色放射
の視感効果度 Kcd を単位 lm W-1（cd sr W-1 あるい
は cd sr kg-1 m-2 s3 に等しい）で表したときに，そ
の数値を 683 と定めることによって定義される．こ
こで，キログラム，メートルおよび秒は h，c およ
び ΔνCs に関連して定義される．

ここで，h はプランク定数，c は真空中の光の速さ，ΔνCs

はセシウム 133 原子の外乱を受けていない基底状態の超
微細構造遷移周波数である．

上述の定義定数 Kcd は，2.1.1 節で述べた，放射量を測光
量に変換するための量に対応する．周波数 540 × 1012 Hz 
の単色放射は，波長に換算すると，標準大気（気温
15 °C，気圧 101 325 Pa で，二酸化炭素の体積組成が 
0.045 % である乾燥空気）4）中で λcd = 555.017 nm である．
したがって，カンデラの定義は，標準大気中にて 1 W 
の放射束をもつ波長 λcd の単色放射の光束を 683 lm とす
ることと同義である．

2．光度・照度標準

2.1　測光量の概要と導出方法
本節では，測光標準の基礎として，測光量の定義その

導出方法について述べる．

2.1.1　放射量と測光量
測光量とは，放射量に対して人間の視覚応答による重

み付けを施した物理量であり，心理物理量に分類される．
放射量は，自由空間を伝搬する光放射のエネルギーに対
して，時間的，空間的な量を組み合わせて構築された量
であり，最も基本となるのは，単位時間当たり放射エネ
ルギーを表す放射束（単位：W = J s-1）である．その
他の放射量は，放射束と幾何学的な量（面積や立体角な
ど），および時間の組み合わせで定義される 2）．ただし，
本稿で扱う放射量は，多くの波長成分を有する光放射で
あり，ある微小波長幅に含まれる放射量をその波長幅で
除することにより，分光密度（いわゆる分光放射量）と
して考える必要がある．したがって，分光放射量は単位
波長（通常は，nm）当たりの放射量を意味する．例え
ば，単位立体角当たりの放射束である放射強度（単位： 
W sr-1）に対応する分光放射量は分光放射強度（単位：
W sr-1 nm-1）であり，これに視覚応答を重み付けして積
分した測光量が光度（単位：cd = lm sr-1）である．

以上のように，（分光）放射量と測光量には 1 対 1 の
対応関係があり，（分光）放射量に視覚応答を加味する
ことで，測光量への変換が可能である．表 1 に，代表的
な放射量と測光量の関係をまとめる．

2.1.2　光度およびカンデラの定義
光度は，人間の視覚を加味した光の強さを表す量であ

り，その単位であるカンデラ（記号：cd）は，SI 基本
単位の一つである．図 1 に示すように，点光源からある
方向に発する光について，単位立体角あたりに含まれる
光束を表す量が光度である．したがって，光度 Iv，光束

表 1　�代表的な放射量（分光放射量）とそれに対応する測光量の名称と量記号，および単位．量記号における下付きの e は energetic，
v は visible を表す．

放射量 分光放射量 測光量
名称 量記号 単位 名称 量記号 単位 名称 量記号 単位

放射束 Φe W 分光放射束 Φe,λ（λ） W nm-1 光束 Φv lm
放射強度 Ie W sr-1 分光放射強度 Ie,λ（λ） W sr-1 nm-1 光度 Iv cd
放射照度 Ee W m-2 分光放射照度 Ee,λ（λ） W m-2 nm-1 照度 Ev lx
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暗所視での曲線を示す．V（λ）は，明所視標準分光視感効
率 5）と呼ばれ，一般の測光において広く用いられている．
また，V（λ）は，1924 年に国際照明委員会（CIE）が勧告
した値に基づいており，その後，内外挿や平滑化を経て，
1972 年の国際度量衡委員会（CIPM）で採択された．図
2 に示したように，V（λ）は，λ = 555 nm において最大で
あり，この値を 1 として他の波長の値が決められている．
すなわち，明所視において人間は緑色の光に最も大きな
感度を有する．

一方，視細胞の桿体が機能する暗所視（輝度 0.005 cd m-2 
以下）での分光視感効率は暗所視標準分光視感効率 V'（λ）
5）と呼ばれる．V'（λ）（図2点線）は波長 507 nm で最大とな
り，光に対する目の最大感度は青色域へと移行すること
を意味する．V（λ）に引き続き，V'（λ）は 1976 年の CIPM 
で採択された．V'（λ）を用いることで，暗所視での測光
量の導出が可能であり，実際に暗所視対応の機能を有す
る計測器も存在する．

その他の条件に対応する値として，明所視 10 度視野
の分光視感効率 V10（λ）6）（図 2 破線）が挙げられる．この
関数は，より広い視野角を考慮する必要のあるディスプ
レイの色制御技術などの研究開発用途で用いられること
がある．さらに，明所視と暗所視の中間の状態に対応す
る視覚として薄明視がある．この場合，視覚には錐体と
桿体の両方が寄与しており，明るい場合には錐体，暗い
場合には桿体の機能が支配的となる．CIE は，薄明視に
おける分光視感効率（Vmes;m（λ））を以下の式によって導
出することを提案している 7）．

2.1.3　分光視感効率
前節で述べたように，カンデラは周波数 540 × 1012 Hz 

の単色放射に対してのみ定義されており，これにより特
定の放射量と測光量の関係が厳密に結び付けられてい
る．しかしながら，測光で扱う光放射のほとんどは，様々
な波長および強度の成分を含んだ光であり，その分布を
波長の関数である分光放射量として考慮する必要があ
る．さらに，その分光放射量に対して，光に対する人間
の目の応答を波長ごとに重み付けする必要がある．目の
分光応答度は個人によって様々であるとともに，同一人
物でも年齢などの条件によっては応答度が変化すると考
えられる．そこで，できるだけ多くの人の代表として使
える目の分光応答度が相対値で規定されており，これを
分光視感効率と呼ぶ．輝度レベルや視野に応じて分光応
答度は異なるため，それに対応するよう複数の分光視感
効率が規定されている（表 2）．

分光視感効率は一般に波長 λ の関数であり，明所視，
暗所視，薄明視と呼ばれる３種の視覚状態に対して定義
されている．これらの視覚状態は，観測者の置かれる輝
度レベルに応じて分類される（後述）．明所視は，十分
に明るい輝度レベル（5 cd m-2 以上）での視覚であり，
この場合では人間の網膜上の視細胞にある錐

すい

体
たい

と桿
かん

体
たい

の
二種のうち，錐体が視覚に寄与する．明所視について
は，さらに視野角に応じて，2 度視野と 10 度視野の分
光視感効率が定義されている．2 度視野とは，観測者が 
50 cm の距離で直径 1.7 cm の試料を観察する場合に対
応する．以上 4 種の分光視感効率のうち，図 2 に明所視，

図 2　�分光視感効率．各曲線は，最大値が 1 となるように定義さ
れている．V（λ）は明所視 2 度視野， V10（λ）が明所視 10 度視
野，V'（λ）は暗所視における分光視感効率を表す．

図 1　光度・照度・光束の概念図

表 2　�規定されている主な分光視感効率．暗所視の分光視感効率 
V'（λ）は，視覚に桿体が寄与する周辺視を扱うため，視野
角は規定されていない．

視覚状態 2 度視野 10 度視野
明所視 V（λ） V10（λ）
暗所視 V'（λ）（視野角は未規定）

薄明視
Vmes;m（λ）

（V（λ）と V'（λ）の線形結合）
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する．

2.2.1　光度・照度の実際の測定
カンデラの定義では，単位の具現方法は明示されてい

ないため，原理的に可能な方法から最適な手法を選択す
る必要がある．現在，世界各国で主流となっているのは，
光度標準電球によって光度具現用受光器（以下，V（λ） 
受光器と呼ぶ）に与えられる照度を，所定の測光距離で
測定する手法である．図 3 に，この方法に基づいて光度
を具現するための測定系の一例を示す．V（λ）受光器は，
照度応答度 Rv（単位：A lx-1）が値付けられており，開
口面積 A の精密アパーチャ，光検出素子のシリコンフォ
トダイオード（以下，Si PD と表記）と組み合わせるこ
とで V（λ）に近似した応答を得るための光学フィルタ（V

（λ）フィルタ）から構成される．光度標準電球によって
与えられるアパーチャ上での照度を Ev，発光点から基準
受光面までの距離（測光距離）を d とすると，光度 Iv と
の間には以下の関係が成立する．

						      （6）

すなわち，光度と照度の間に距離の逆二乗則が成り立
つ．一方，V（λ）受光器の出力電流を i0 とすると，照度は 
Ev = i0/R v で求められるため，式（6）は，

						      （7）

となる．ここで，照度応答度 R v は，A，Km，V（λ），受
光器の分光応答度 s（λ）（単位：A W-1），および測定対象
となる光源の相対分光分布 Φrel,λ（λ）（分光放射束の相対
値）を用いて，以下の式で表される．

						      （8）

以上の測定と式（7）により，カンデラの定義に沿った

						      （2）

ここで，m は順応係数で，M（m）は Vmes;m（λ）を 1 に正規
化するための関数である．式（2）で表されるように，
薄明視分光視感効率の最大波長は，m の値（0 から 1）
に応じて 555 nm から 507 nm の間で推移する．

2.1.4　CIE 物理測光システム
2.1.3 節にて述べた分光視感効率は，人間の視覚応答

を加味した物理量である測光量を定量化する上で必須の
概念である．V（λ）等の関数に基づいて放射量から測光量
を導出する手法は，CIE 物理測光システム 8）において国
際的に規格化されている．まず明所視の場合には，ある
分光放射量 Qe,λ（λ）に対し，それに対応する測光量を Qv,X

とすると，Qv,X は次式で与えられる．

						      （3）

ここで，Vx（λ）は，選択する分光視感効率である．波長
積分の範囲は，分光視感効率の定義されている波長範
囲の下限と上限を用いればよく，通常は 360 nm から 
830 nm の範囲である 5）．Km は最大視感効果度と呼ばれ
る定数であり，通常，Km ≃ Kcd = 683 lm W-1 として差
し支えない．例えば，本稿で主眼とする光度の場合，分
光放射強度（単位：W sr-1 nm-1）を Ie,λ（λ）とすると，光
度 Iv は V（λ）を用いて，

						      （4）

により求めることができる．
次に，暗所視の場合の測光量（Q'v,X）の導出には，式（3）

の Vx（λ）を V'（λ）とすることによって，次式から求められ
る．

						      （5）

ここで，K'm は暗所視における最大視感効果度であり，
K'm = 1700 lm W-1 として計算することができる．なお，
V'（λ）の値は，波長 380 nm から 780 nm の範囲で与えら
れている 5）．

2.2　光度・照度標準の実現
本節では，光度の単位であるカンデラの具現方法を述

べ，その上位標準を含めたトレーサビリティ体系を概観 図 3　光度（照度）の実現方法の一例
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構成される．単色平行光用いた分光応答度比較測定によ
り，V（λ）受光器の分光応答度を決定し，式（8）を用い
ることで，V（λ）受光器の照度応答度（A lx-1）を計算す
る．このようにして，2.2.1 節で述べた逆二乗則（式（7））
を用いて，光度標準電球の光度値を決定することができ
る．実際の運用においては，光度標準電球と V（λ）受光
器を用いて常用参照標準（ワーキングスタンダード，以
下 WS）である電球の光度を校正し，その WS を用いて
DUT（電球や受光器など）の校正を行っている．

各国の国家計量標準機関（NMI）について，光度の校正・
測定能力（CMC）を表 3 にまとめる．相対標準不確か
さは，最小でも 0.2 % 程度であり，不確かさへの寄与が
大きい要素として，V（λ）受光器への Rv の値付け，測定
環境の温度ゆらぎによる Rv の変化，光度標準電球のア
ライメント，また，V（λ）受光器の長期安定性（Rv のド
リフト）などが挙げられる 11）,12）．以上のように，光度具
現の不確かさは最小でも 0.1 % のオーダーであり，この
大きさは上述した測定方法で可能な限界値に近いとされ
ている．これは，V（λ）受光器のさらなる特性向上（照度
応答度の不確かさの大幅な改善）が容易でないことが原
因として考えられている 9）．とりわけ，V（λ）受光器の長
期安定性に関しては，V（λ）フィルタの特性変化が主な要
因と考えられ，この起源として周囲環境（温度，湿度，
塵芥，紫外線など）によるガラスの経年劣化が挙げられ
る．V（λ）フィルタは，Si PD の応答度を加味しつつ，そ
の分光透過率を分光視感効率に近似させる必要があるた
め，数種類の色ガラスフィルタの組み合わせを最適化す
ることで作製されるのが一般的である．このため，複数
のガラス同士を貼り合わせる際の硬化樹脂の劣化の影響
を受けることも指摘されている．

2.2.3　国外の NMI における光度標準
NMIJ 以外の主要国 NMI に関しても，極低温放射

計で値付けされた Si PD（機関によって１素子型ある
いはトラップ型）の分光応答度に基づいて V（λ）受光

単位が具現されている．産業技術総合研究所（以下，産
総研）においても，本手法をもとに光度・照度標準が設
定され 9），国際比較を通じた標準値の国際整合性の確認
が定期的に実施されている．

2.2.2　トレーサビリティと光度測定の不確かさ
NMIJ における光度単位のトレーサビリティを図 4 に

示す．現在，測光・放射標準体系の最上位である一次標
準器として，世界的に主流なのは電力置換型極低温放射
計 10）である．極低温放射計は，極低温に保持された受
光キャビティへのレーザ光入射による温度上昇と，受光
キャビティに取り付けたヒータへの直流電流印加による
温度上昇を比較することにより，入射レーザの放射束

（W）を決定する装置である．したがって，放射束の校
正は電気標準にトレーサブルであり，V（λ）受光器に対す
る不確かさの小さい分光応答度の値付けに繋がる．

上述の原理で決定した放射束既知のレーザを Si PD な
どの光検出素子に入射させて出力電流を測定すること
で，Si PD の分光応答度（A W-1）を求めることができ
る．この測定をいくつかのレーザ波長に対して行うこと
で，その波長点のみでの絶対分光応答度を決定し，その
波長範囲を内外挿によって可視域全体に拡張する．

続いて，分光応答度既知の Si PD は，V（λ）フィルタ
および精密アパーチャと組み付けられ，V（λ）受光器が

図 4　 NMIJ における光度（単位：cd）のトレーサビリティ

表 3　�各 NMI における光度の校正・測定能力．各値は，BIPM の
提供する KCDB（Key Comparison DataBase）13）より引用

国 NMI 相対標準不確かさ（%）
中国 NIM 0.25

アメリカ NIST 0.25
日本 NMIJ 0.32

ドイツ PTB 0.20
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くは熱として失われる．21 世紀における世界的な省エネ
ルギー志向の高まりを背景に，高発光効率で長寿命な固
体照明の技術革新 22）-24）と急速な普及を受け，特に白熱
型電球に関しては，各国で製造や輸出入，販売について
規制がかかり始めている．EU（欧州連合）諸国におい
ては，欧州委員会（EC）規則 25）に基づき，2009 年から
2016 年にかけて，消費電力に応じて段階的に家庭用白熱
型電球およびハロゲン電球の製造や流通が禁止された．
2019 年には，新たな EU 規則 26）が承認され，発光効率
が 100 lm W-1 を大きく下回る電球は廃止されているの
が現状である．米国においても，長年にわたり段階的な
廃止が進められてきたが，2023 年 8 月 1 日以降，一般
電球の発光効率の下限を 45 lm W-1 とすることを米国エ
ネルギー省（DOE）が決定し 27），事実上，一般向けの
白熱型電球やハロゲン電球の販売は禁止となった．中国
では，2012 年 10 月から，消費電力 100 W 以上の白熱型
電球の輸入と販売を禁止し，2016 年 10 月には，消費電
力 15 W 以上の白熱型電球まで禁止を拡大することを発
表している 28）．

日本においては，白熱電球の製造や輸出入について法
的には禁止されていないものの，エネルギーの使用の合
理化に関する法律（省エネ法）に基づくトップランナー
制度 29）が導入されている．これは，対象となる機器の
製造業者や輸入事業者に対して，エネルギー消費効率の
目標を示して達成を促すとともに，エネルギー消費効率
の表示を求める制度である．該当機器で商品化されてい
る製品のうち，エネルギー消費効率が最も優れているも
の（トップランナー）を省エネ基準の目標とすることで，
エネルギーの消費を抑えることを目的に実施されてい
る．「照明器具」および「電球」については，トップランナー
制度の対象となっており，2019 年 4 月より施工された
省エネ法の改正政令において，その対象範囲が拡大され
た．とりわけ，電球に関しては，従来，LED ランプの
みが対象であったが，新たに蛍光ランプと白熱型電球が
追加され，電球全体として規制対象となった．昨今の世
界情勢を鑑みると，白熱型電球の材料調達の問題も含め，
国内メーカーが白熱型電球のトップランナー方式に参入
する可能性は低いと考えられ，LED ランプへの置き換
えが益々促進されることは必至である．

一方，放電灯の一種である蛍光ランプは，100 lm W-1 
強の発光効率も実現可能であるが，一般に水銀を含むた
め，廃棄処理の際の環境汚染リスクなどに注意を要する．
実際に，2023 年 10 月から 11 月にかけて開催された「水
銀に関する水俣条約第 5 回締約国会議」30） においては，
水銀を含有する製品の規制の見直しや，規制対象となる

器の照度応答度が決定され，光度単位が具現されてい 
る 14）-17）． 米 国 の NIST （National Institute of Standards 
and Technology）は，光度具現に用いる V（λ）受光器の
改良に取り組んでおり，その結果，光度に対応する照度
応答度の値付けの不確かさを大きく低減させることに成
功している 18）．この詳細は，3.1.4 節にて述べる．

ドイツの PTB（Physikalisch-Technische Bundesanstalt）
においては，極低温放射計に基づいて値付けされたト
ラップ型 Si PD に対して，精密アパーチャと波長可変
レーザを用いて，分光応答度（A W-1）を分光放射照度
応答度（A/（W m-2 nm-1））に変換している．その次の
ステップとして，V（λ）受光器を用いて分光放射照度応
答度が照度応答度に変換され，光度測定が行われている
12）．さらに最近では，上述の極低温放射計による Si PD 
への分光応答度の値付けから，V（λ）受光器の照度応答度
決定までのステップをモジュール化し，仲介標準器とし
て 1 つのトラップ型光検出器を用いることで，光度具現
の不確かさの改善に取り組んでいる 19）．具体的には，6 
素子の Si PD から構成されるトラップ型検出器を受光器
のコアとして，入射部に交換可能な 3 種類のキャップ（極
低温放射計用アパーチャ，放射照度用精密アパーチャ，
標準電球測定用 V（λ）フィルタ付きアパーチャ）が装着
できるモジュール型検出器を開発している．この検出器
は，PTB の有する波長可変レーザをベースにした測光
用の校正システム（TULIP20））を用いて分光放射照度応
答度が校正され，照度応答度が値付けられる．照度応答
度の相対標準不確かさは，0.088 % と報告されている 21）．

3．光度・照度標準を取り巻く問題とその対応

前章まで，光放射にともなう放射量と，光度をはじめ
とする測光量の関係について述べ，その基準となる測光
標準の基盤技術を概説した．この章では，光度・照度標
準における現状の問題（主として 2 つ）について，その
背景と問題解決に向けて今後達成すべき研究開発課題を
議論する．

3.1　問題１：白熱型標準電球の枯渇
3.1.1　白熱型電球の製造・供給に関する動向

第一の問題は，固体照明への置き換えに伴う白熱型標
準電球の枯渇である．光源の発光効率は，単位 lm W-1

で与えられ，この値が大きいほど，少ない電力で高い発
光量（全光束）を得ることができる．白熱型電球の発光
効率は 10 lm W-1 程度であり，ハロゲン電球についても，
20 lm W-1 から 30 lm W-1 にとどまっており，電力の多
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熱型電球）に値を移し，それを用いて白熱型電球や蛍光
ランプ，照度計などの計測器の校正（JCSS 校正）を行う．
なお，ユーザが事業者に依頼する校正サービスは，大き
くは JCSS 校正と一般校正に分類される．JCSS 校正は，
国家標準までの計量トレーサビリティが確保されている
ことが保証され，また，その校正値は CIPM 相互承認取
決め（CIPM MRA）34）に基づいて国際的に受け入れ可能
となる．

以上のように，光度・照度標準は白熱型の標準電球へ
の値付けを介して産業界へ供給されている．前節で述べ
た白熱型電球に関する動向は，一般用の電球に限らず，
標準電球についても例外ではない．標準電球の主要メー
カー（東芝，OSRAM，Polaron など）は，2010 年以降
相次いで，測光用の白熱型標準電球の製造中止を発表し
ている．白熱型電球はその原理上，LED などと比較す
ると寿命は短く，点灯時間の蓄積によっていずれ不点と
なる．しかし，すでに光度標準電球の新規購入は不可で
あるため，現状のストックを階層に分けて管理し，上位
標準の消耗を可能な限り減らすことでしか電球を維持す
る術がないのが現状である．特に，校正サービスの件数
が多い事業者によっては標準電球の在庫が逼迫し，これ
まで通りの校正事業を継続できなくなるおそれもある．
また，緻密に設計された標準電球の設置（フィラメント
のアライメントなど）や計測技術の伝承も課題であり，
校正の不確かさを損ねることのない，より平易な校正体
系の構築も望まれている．

3.1.3　標準電球枯渇への対応と今後の展望
測光・放射測定分野において，将来的に白熱型標準電

球やハロゲン標準電球が利用不可となることへの対応と
して，第一に，LED を標準光源として用いた校正体系
の整備が挙げられる．この取り組みは，特に欧州を中心
として盛んであり，CIPM MRA に基づいた欧州地域計
量組織（EURAMET）においては，NEWSTAND35）と
呼ばれるプロジェクトが 2023 年 6 月より進行している．
これは，白熱型電球等に依存してきた分光放射量測定器
の校正を，検出器に基づいた校正に移行させるために，
必要な代替光源の探索や，分光放射計の仲介標準器とし
ての利用を検討し，そのガイドラインを提供することを
目的としている．また，日本も含め，標準 LED 光源の
開発に関する研究も世界的に行われ 36）-40），LED ベース
の標準光源への移行が志向されている．一方，現状の測
光標準は，プランクの放射束に基づいた黒体近似光源を
念頭に構築されたものであり，白熱型電球などの従来光
源に対しては，技術の蓄積が十分にある．しかし，LED 

水銀汚染廃棄物のしきい値などに関する議論が行われ，
直管蛍光灯の製造・輸出入を 2027 年末までに禁止する
ことが決定された 31）．なお，電球型蛍光灯に関しては，
2025 年末での製造・輸出入の禁止がすでに決まっている．

3.1.2　測光標準の運用体系
エネルギー効率が比較的低い白熱型電球やハロゲン電

球の取引禁止を背景に，あらゆる照明器具は LED など
の固体照明への置き換えが世界的に進んでいる．一般照
明に限って言えば，近い将来，従来技術に基づく電球は
完全に姿を消す可能性も考えられる．しかしながら，こ
れら光源の技術開発や性能評価に欠かせない測光標準の
体系は，白熱型電球に大きく依存しているのが現状であ
る．

図 5 は，日本国内における測光標準の供給体制であ
る．産総研の保有する特定標準器のうち，現在運用され
ている光度・照度標準に関連が最も深いのは，分光視感
効率近似受光器（V（λ）受光器）である．特定標準器か
ら光度が値付けされたコイル M 字型光度標準電球 32）を
WS（ワーキングスタンダード）として，日本電気計器
検定所（JEMIC）の有する特定副標準器（白熱型電球）
の光度が校正される．Japan Calibration Service System 

（JCSS）と呼ばれる計量法に基づく計量法トレーサビリ
ティ制度 33）に則し，jcss 校正（特定標準器や特定副標準
器による校正）を介して登録事業者の有する特定二次標
準器（白熱型電球）の光度が校正される．各登録事業者は，
特定二次標準器の光度を基準として，それぞれの WS（白

図 5　日本における測光標準の供給体制の概要
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一方で，日本では計量法に基づき，照度計は特定計量
器に指定され，法令で定められた様々な作業環境の照度
基準を確保するために用いられている．照度測定の結果
を取引や証明に用いる場合には，所定の検定に合格した
照度計を用いなければならない．図 7 に示すように，照
度計の検定を行うための照度基準器は，現状の体制では
標準電球が担っており，その照度基準器が規定された要
件を満たしていることを確認するための基準器検査（5 
年に 1 度）も標準電球（特定副標準器）によって行うこ
とが規定されている．すなわち標準電球の枯渇問題は，
法定計量の分野においても解決すべき喫緊の課題となっ
ている．ここで，照度基準器として受光器を追加したと
すると，先に述べた安定性の課題から受光器の基準器検
査は現状より高頻度，例えば 1 年ごとに行わなければな
らず，結果として特定副標準器（電球）の負荷が増大す
ることになる．

以上，事業者における標準電球の運用に関する状況を
踏まえると，今後は，一例として，図 8 に示すような

の分光分布は黒体放射スペクトルとは大きく異なるた
め，従来の測光技術をそのまま適用することは難しい．
また，分光分布の差異以外にも，LED ベースの標準光
源の技術課題は多岐にわたり（温度特性，配光特性，光
源のサイズや形状など）41），計測技術の開発や体系化を
含めてさらなる研究開発が必要である．

第二の取り組みは，受光器の応答度に基づいた光度・
照度標準の確立である．現状の光度測定のトレーサビリ
ティにおいて，光度標準電球は，光源としての役割と，
光度値を維持する役割の両方を担っている．このような
光度標準電球への高い依存度を低減するための措置とし
て，光源としての役割を適当な仲介用電球に担わせ，光
度値の維持は受光器（標準受光器）に担わせる体系 42）が
整備されつつある．図 6 は，標準受光器を用いた校正方
法の一例である．受光器は「照度応答度標準受光器」と
して運用し，これは，照度応答度 Rv / （A lx-1）が値付
けられた受光器を意味する．電球が DUT である場合，
DUT からの光を標準受光器で測定すれば，式（7）に示
した距離の逆二乗則により，電球の光度を直接求めるこ
とができる．一方，DUT が照度計などの計測器の場合は，
仲介用電球を光源として機能させ，その光による出力を
標準受光器と比較することにより，DUT の照度応答度
を校正することができる．

以上の原理のもと，白熱型電球を標準器とした校正体
系に加え，産総研は照度応答度の jcss 校正サービスの提
供を開始している．産総研における運用では，標準受光
器に対する照度応答度の値付けは，光度標準電球を用い
て行われているが，標準電球の jcss 校正が 3 年に 1 度
の頻度で行われるのに対し，照度応答度の jcss 校正は 1 
年ごとに行われている．これは，標準電球の光度値を維
持する安定性や点灯再現性と比較すると，標準受光器の
安定性には依然として課題があるためである．

図 6　�標準受光器を用いた DUT（電球および計測器）の校正体系．
図は文献 42）より修正引用

図 7　光度・照度校正と照度基準器検査の体制（現行）

図 8　�今後必要とされる光度・照度校正と照度基準器検査の体制
の一例（図中破線枠）
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光学チャンバーは 25 °C に温度制御されている．この改
良型 V（λ）受光器について，照度応答度の経時変化は年
あたり 0.05 % またはそれ以下まで改善され，相対標準
不確かさは，従来の約 0.20 % から 0.10 % まで減少する
ことが報告されている．

以上のように，V（λ）受光器の経年変化要因の一つは，
受光部（V（λ）フィルタと Si PD）の湿気や埃に起因する
周囲環境によるものである可能性が指摘されているが，
露光量に対する受光部各材料の光学特性変化について
は，十分に明らかになっていない．そこで，今後は V（λ）
受光器の長期安定化技術を開発課題として，特に V（λ）
フィルタおよび Si PD の劣化特性の評価を進める．産
総研では，これまでに V（λ）受光器の開発を行っており，
将来的には，光度具現用受光器としての利用も検討して
いる．開発した V（λ）受光器に内蔵する V（λ）フィルタは，
市販の色ガラスフィルタを組み合わせることによって，
Si PD と合わせて V（λ）に近似した分光感度が実現されて
いる．色ガラスフィルタを用いて V（λ）を実現するには，
赤外放射をカットする防熱フィルタ，短波長に向かって
緩やかな遮断特性をもつ色温度変換フィルタ，長波長側
を比較的緩やかに遮断するフィルタ，これら 3 種のフィ
ルタが最低限必要である 2）．また，V（λ）の釣鐘型の形状
を模擬するため，緑色域の波長を透過するバンドパス
フィルタが用いられることもある 45）．それぞれのフィル
タは光学特性が異なるため，温度や湿度による劣化特性
も異なることが推測される．さらに，紫外線や放射線が
ガラスに照射されると，可視域や近紫外域に吸収が生じ，
ガラスが着色することがある．このように，ガラスが紫
外光に晒されて着色・変色する現象を一般にソラリゼー
ションと呼ぶ 46）．ガラスのソラリゼーションは，紫外放
射のエネルギーによって，含まれる 2 種の多原子化イオ
ン間で電子の移動が生じることが起源として考えられて
いる．したがって今後の研究課題として，V（λ）受光器の
長期安定化に資する技術（劣化防止や補正機能の組み込
み）が挙げられる．経年変化要因の特定のため，まずは
受光部の紫外線暴露による V（λ）受光器の劣化特性評価
が必要と考えられる．具体的には，V（λ）の実現に必要な
各種色ガラスフィルタや Si PD に対し，放射露光量の管
理された様々な波長の光照射を行う．照射後のフィルタ
や Si PD について，分光透過率や分光応答度の変化を照
射前と比較することで，フィルタや Si PD の種類別に劣
化特性を検証する．

一方，色ガラスフィルタを組み合わせて V（λ）フィル
タを作製する方法のみならず，近年では，ガラス基板上
に誘電体多層膜を蒸着した干渉フィルタ型の V（λ）近似

体制を整備する必要があると考えられる．本案は，照度
基準器として受光器を追加するとともに，特定副標準器
としても，同様に照度応答度標準受光器を追加するとい
う体制である．このような体制とすることで，照度基準
器の検査を図 6 の方法に基づき，受光器同士で行うこ
とができ，特定副標準器（電球）の使用頻度を増大させ
ることなく運用が可能となる．ただし，標準受光器の候
補とする受光器の適切な選定，適当な照度や分布温度を
有する仲介用電球の探索など，今後達成すべき課題は残
されている．産総研では，タングステンフィラメントを
有する市販の白熱型電球およびハロゲンランプに関する
市場調査を行い，それらの出力再現性を調査し始めてい 
る 43）．

3.1.4　測光受光器の長期安定化技術の開発
前節までに述べた白熱型標準電球枯渇の問題の解決策

の一つとして，照度応答度標準受光器に基づく光度・照
度校正の体系整備は急務と考えられる．これまで，測光
標準が白熱型標準電球への値付けを介して供給されてき
たのは，標準電球のもつ高い点灯安定性や測光量の再現
性によるところが大きい．現状では，標準電球と同等の
長期安定性を受光器に確保させるのは技術的に難しい．
これは，標準受光器となり得る V（λ）受光器が周囲の温
度や湿度，埃などの環境条件に影響を受ける際，経年変
化要因が必ずしも自明ではなく，その対策を十分に講じ
ることができないためである．

NIST は，計 8 台の V（λ）受光器について，照度応
答度の相対経年変化をモニターした結果を報告してい 
る 44）．最初の 1 年での相対変化は 0.1 % 弱と小さいが，
その後 2 年で 0.4 % 変化している．なお，これらの変化
はほとんどの場合，負の相対変化であり，ガラスフィル
タ（V（λ）フィルタ）に表面膜が付着したことによる透過
率の低下が原因とされている．本文献では，照度応答度
の経年変化の平均値は，年あたり 0.11 % であると報告
されている．産総研で運用している V（λ）受光器につい
ても，年あたり 0.1 % 以上の相対変化が観測されている
が，経験上，受光器によってはさらに大きく相対変化す
る場合や，予期せぬ値飛びが生じる場合もあることが明
らかとなっている．

最新の研究において，NIST は V（λ）受光器の改良を
行い，同時に光度測定の不確かさの低減を報告してい 
る 18）．注目される改良は，V（λ）フィルタと Si PD を内
蔵する受光ヘッド部が，1 気圧の乾燥窒素ガスで封止さ
れている点である．また，外部温度コントローラが付属
しており，受光器の応答性のばらつきを低減するため，
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い領域（380 nm から 459 nm）の値を見直した分光視感
効率 VM（λ）が 1990 年に提唱された 47）．図 9 は，V（λ）と
VM（λ）の比較である．459 nm 以下のデータについて VM

（λ）が上回っており，分光視感効率の過小評価が改善さ
れているが，VM（λ）の利用は研究用途にとどまっている
のが現状である．後者の問題（視野角）については，明
所視標準分光視感効率 V（λ）が前提としている 2 度の視
野角が，人間の一般的な視野（見込む角度）としては小
さいことを指摘するものである．これに対処する手段と
して，10 度視野での分光視感効率 V10（λ）（図 2 破線）が
補足的に規定されている 8）．

3.2.2 錐体分光感度に基づく分光視感効率
V（λ）における上述の問題の解決に向け，人間の網膜上

の視細胞における錐体の分光感度評価に基づき，科学的
に信頼できる厳密な視覚表現システムの研究が行われて
きた 48）-51）．その集大成として，CIE は 2 つの技術レポー
ト（CIE 170-1:200652）および CIE 170-2:201553））を出版し，
錐体分光感度の値とそれに基づく新たな等色関数と分光
視感効率を提唱した．

CIE 170-1:2006 においては，10 度の視野について，角
膜平面において測定された長波長感受性錐体（L 錐体），
中波長感受性錐体（M 錐体），および短波長感受性錐体（S 
錐体）の分光感度関数，いわゆる “cone fundamentals” 
の値が与えられている．これらの関数を中間透光体（角
膜直後から網膜直前までの総称）と黄斑色素の吸収につ
いて補正し，錐体視覚色素の光学濃度を考慮することで，
これらの色素の吸光度関数が導かれている．また，2 度
視野の視覚色素を加味することで，この吸光度関数から
2 度視野の錐体分光感度の値が与えられている．同様の
手順により，1 度から 10 度までの任意の視野角につい
て錐体分光感度の値を求めることができるだけでなく，
年齢の関数として水晶体の吸収を考慮することで，錐体
分光感度の年齢による影響も取り入れられることが示さ
れている．

CIE 170-2:2015 では，CIE 170-1:2006 の報告に基づい
て，分光視感効率および色度図の形で，ユーザに実用的
な測光・測色ツールを提供することを目的としている．
Sharpe らの方法 54）に基づき，L 錐体および M 錐体の錐
体基本関数の線形結合により，新しい分光視感効率を定
義した．この関数は，2 度視野と 10 度視野の条件下に
おける数値データで与えられており，それぞれ VF（λ）お
よび VF,10（λ）と表す．VF（λ）と VF,10（λ）について，明所視
における現行の分光視感効率（V（λ）および V10（λ））との
比較を図 10 に示す．V（λ）と VF（λ）は約 500 nm 以下で顕

フィルタが市販されおり，中には分光透過率をカスタマ
イズできる製品も存在する．このように，干渉フィルタ
は厚みを大きく変化させることなく，成膜条件によって
分光特性を調整できる利点があるが，一般には専門業者
に作製を依頼する必要があり，費用が高額となる．また，
干渉フィルタは高い透過率を維持したまま V（λ）への近
似が可能となるが，光の入射角によって分光透過率が変
化しやすいため，フィルタと Si PD の光学設計に注意が
必要である．干渉フィルタ型のV（λ）フィルタに関しても，
その劣化特性に関するデータの蓄積が十分ではなく，色
ガラスフィルタと並行して湿気暴露や光照射などの加速
試験を実施する必要があると考えられる．

3.2　問題２：新しい分光視感効率の提唱
3.2.1　標準分光視感効率 V（λ）が抱える課題

光度・照度標準を取り巻く第二の問題は，新しい分
光視感効率の提起とその置き換えに関わる問題である．
2.1.3 節および 2.1.4 節で述べたように，測光量を議論す
るに当たっては，光に対する人間の目の分光感度を表す
量である分光視感効率の考慮が不可欠であり，特に V（λ）
は，長年にわたり測光標準の根幹となる概念として認知
され運用されてきた．しかし，約 100 年前の古いデータ
に基づく V（λ）は，必ずしも人間の視覚の代表とはなら
ないとして，いくつかの技術的な問題が古くから指摘さ
れている．具体的には，短波長域の過小評価と視野角の
問題である．前者に関しては，色覚細胞の分光応答特性
の研究などに基づき，V（λ）における波長 460 nm より短

図 9　�標準分光視感効率 V（λ）とその短波長域（459 nm 以下）の
値のみが修正された分光視感効率 VM（λ）．縦軸は対数目盛．
VM（λ）の数値は，文献 47）より引用



405産総研計量標準報告　Vol. 11, No. 3 2025年 2 月

光度 • 照度標準を取り巻く課題と将来展望に関する調査研究

であり，400 nm においては約 700 % に達する．このよ
うに，波長域によって V（λ）と VF（λ）との差は大きく異な
るが，網膜上の錐体の分光データに基づいた VF（λ）（ある
いは VF,10（λ））は，より科学的に厳密な測定を背景とし
た次世代の測光や測色に繋がるデータセットとして，注
目を集めている．

CIE による 2 つの技術レポートを受け，2022 年 5 月
に開催された測光放射測定諮問委員会（CCPR）総会に
おいては，測光量の導出に用いられる V（λ）を，VF（λ）に
置き換える可能性を検討すべき時期に来ているとの考え
が示された 55）．測光量の導出において VF（λ）を用いるこ
とのメリットとして，

• より科学的信頼性の高い測光の実現
• �実際の視覚応答により忠実な明るさ・色の制御技術

の発展
• �より汎用性（年齢や性別などの考慮）の高い測光の

実現

などが挙げられる．一方，デメリットや懸念事項として
は，以下が考えられる．

• 現状の測光標準との不整合
• �VF（λ）を用いることの定量的な影響評価が不十分
• �計測器の大規模な仕様変更の可能性（産業界への影

響）

VF（λ）への置き換えを検討するにあたり，CCPR では，
“Cone Fundamental” と冠したタスクグループ（CCPR-
WG-SP-TG16）が戦略企画ワーキンググループに設置さ
れた．本 TG では，CIE 170-2:201553）で定義された VF

（λ）（および等色関数）を SI 測光量に導入する必要性と
利点を調査し，仮に導入が適切と判断されれば，VF（λ）
とそれに基づく測光量を SI 単位に組み込むためのア
プローチと戦略を提案することを目的としている．一
方，CIE に お い て は，“Implementation of CIE 2006 
Cone Fundamentals in Photometric and Colorimetric 
Measurements” と冠した新しい研究フォーラム（RF-05）
が 2023 年 4 月に設置されるなど，VF（λ）の導入が与える
影響を多角的見地から議論する場が提供されている．

VF（λ）に基づいて測光量を評価しようとするとき，例
えば光度の場合，式（4）において V（λ）が VF（λ）に置き
換わることになる．したがって，V（λ）と VF（λ）のスペ
クトル形状の違いを反映して，導出される光度やその
他の測光量に差が生じる．加えて，Km の値にも不整合

著な差異が見られる一方，10 度視野の分光視感効率に
関しては，V10（λ）と VF,10（λ）の差は小さい．なお，VF（λ）
と VF,10（λ）は，現状では波長 390 nm から 830 nm まで
の範囲にわたり，1 nm の間隔で数値が提供されている．
可視域の下限と上限（それぞれ 360 nm と 830 nm）を
考慮すると，短波長側（390 nm 未満）の数値について
はさらなる検討が求められる．

ここで，測光の分野で広く用いられる明所視 2 度視野
の分光視感効率に着目し，V（λ）と VF（λ）の差のプロット
を図 11 に示す．ピーク波長から長波長側については概
ね一致しているが，800 nm 以上で 2 倍弱まで差が増大
する．一方，ピーク波長から短波長側での差はより顕著

図 10　�従来の明所視分光視感効率と錐体分光感度に基づく新し
い分光視感効率の比較．縦軸は対数目盛．VF（λ）および
VF,10（λ）の値は文献 53）より引用

図 11　�明所視 2 度視野における分光視感効率（V（λ）と VF（λ））
の比較とその差．第 1 縦軸のみ，対数目盛で表示している．
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12 参照）を用いて，ΔQv,F を計算した結果である．

以上のように，VF（λ）に基づいて測光量を数値計算で
評価すると，今回対象とした光源では +5 % 強の差が生
じる．測光量における数パーセント以上のずれは，実測
定の不確かさ（1 % 弱）を考慮すると無視できない差に
なると考えられるため，VF（λ）に対応した測光技術の開
発が必要である．また，図 11 に示したように，V（λ）と
VF（λ）の差は約 400 nm 付近で特に大きいため，この波
長域に大きな相対分光分布をもつ光源（青色 LED など）
の場合，ΔQv,F は著しく増大すると考えられる．実際に，
ガウス関数で記述した仮想の単色光源スペクトル（半値
全幅 10 nm，中心波長 400 nm）に対して計算を行うと，
ΔQv,F は約 570 % に達する．したがって，多様化してい
る種々の光源に対し実計測で VF（λ）に基づく測光量を評

が生じることが予想される．カンデラの定義において， 
540 × 1012 Hz の単色放射に対して定められている定数
Kcd（= 683 lm W-1）は，Km と以下の関係にある．

						      （9）

ここで，V（λm）は，V（λ）の最大値（= 1）を意味しており，
λm = 555 nm である．一方，V（λcd）は，λcd（=555.017 nm） 
における V（λ）の値である．これらに基づき式（9） を計
算すると，Km = 683.002 lm W-1 となる．しかしながら，
λm と λcd のわずかなずれに起因する Km と Kcd の差は，
一般の測光における不確かさを考慮すると十分に無視で
きる程度であるため，Km = Kcd = 683 lm W-1 とするこ
とができる．同様に VF（λ）についてこの影響を考慮する
と，現状で CIE が提供している VF（λ）の数値は，波長
556.0 nm と 557.0 nm においてほぼ 1 であり，厳密に λm

を定義することはできない．仮に，この間の数値である
556.5 nm を λm としても，現在の SI の定義の単色放射
に対応する λcd（= 555 nm）とのずれはやや大きくなる．
これを加味して，仮に，現在の定義の Kcd を用いて VF（λ）
に基づく最大視感効果度（Km,F とする）を計算すると，

					     （10）

であり，その差は約 0.1 % となり，測光量の評価に影響
を及ぼすと考えられる．

数値計算での測光量の評価は式（3）によって行うため，
それぞれの分光視感効率（V（λ）と VF（λ））および最大視
感効果度（Km と Km,F）を用いれば，測光量に VF（λ）を
導入することで相対的にどの程度の変化が生じるか，計
算することができる．そこで，V（λ）に基づく従来の測光
量（Qv）に対する，VF（λ）測光量（Qv,F）の差（ΔQv,F）を以下
のように定義する．

					     （11）

ここで，Qv と Qv,F は，評価対象となる光源の相対分光
分布 Φrel,λ（λ）を用いて，以下の式で計算する．

					     （12）

					     （13）

表 4 は，いくつかの白色光源の典型的な相対分光分布（図

図 12　�表 4 における計算に用いた白色光源の相対分光分布 
Φrel,λ（λ）．白熱光源は CIE 標準イルミナント A56），白色 
LED は CIE 参照スペクトル L4157）の分光分布であり，白
色蛍光灯および高圧ナトリウムランプについては文献 56）

より引用．

表 4　�VF（λ）に基づいて各種光源の測光量を評価した場
合における，従来の V（λ）測光量との差（∆Qv,F）．
計算には，式 (11) を用いた．

光源 ∆Qv,F/%
白熱光源 5.41
白色 LED 5.13
白色蛍光灯 5.08

高圧ナトリウムランプ 6.33
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での測定値に，分光応答特性の VF（λ）との外れに基づく
補正（スペクトルミスマッチ補正）を加えることで，VF（λ）
測光量への変換が可能である．ただしこの補正には，受
光器の分光応答度と光源の分光分布の情報が必要である
ため，全ての測定場面で必要情報を与えることは難しい．
受光器や光源の種類をグループ化し代表値を与えた場合
を検証し，本手法の適用可能範囲を明らかにする．

第三に，汎用型の分光測定器で取得した分光放射照度
からの数値演算による手法を検証する．対象とする光源
を分光器で測定し，分光放射照度として光源のスペクト
ル情報を得る．ここから得られた分光放射量を用いて，
式（3）に VF（λ）を適用し，計算により VF（λ）測光量を求
める．計算に用いる Km の値については，Kcd を採用す
る場合や，3.2.2 節で述べた VF（λ）を考慮して計算した値
を採用する場合を検証し，その違いが測光量の評価結果
に与える影響を評価する．

以上のように，VF（λ）測光に対して複数のアプローチ
を検証し，計測上の課題を明確にすることで，VF（λ）へ
の置き換えの是非の判断に資する定量的なデータを提供
することが可能となる．さらに，スペクトルミスマッチ
補正や数値計算を用いる方法では，VF,10（λ）に基づく測光
量の導出も原理的に可能であり，より広い視点で導入の
メリット・デメリットを議論することが今後重要と考え
られる．

4．まとめ

本研究では，光度や照度などの測光量を対象に，標準
の維持・供給における現状と問題を調査した．これらの
調査内容を踏まえ，光度・照度標準の将来展望について
考察し，今後の研究課題の設定を行った．

放射量から測光量を導くためには，人間の視覚特性を
代表する関数として，分光視感効率を用いた波長による
重み付けが必要である．これに対応して，光度単位は，
分光視感効率に応答度が近似した受光器を用いて実現さ
れている．一方で，測光量は白熱型標準電球への値付け
を介して産業界へ供給されているにも関わらず，測光用
を含めた白熱型電球は世界的に製造や販売が中止される
方向に進んでいる．そこで，白熱型標準電球への依存度
低減のため，受光器の応答度に基づく測光標準体系が整
備されているが，長期安定な標準供給には受光器のさら
なる高性能化（長期安定化）が必要であることが分かっ
た．一方，より視覚応答に忠実な測光の実現に向けて，
人間の視細胞の錐体分光感度評価に基づく新しい分光視
感効率関数 VF（λ）が CIE により提唱された．実際に，測

価することで，現状の測光量との間に生じる不整合を分
析することは，VF（λ）への置き換えを議論するための重
要な技術課題と考えられる．

3.2.3　VF（λ）に基づく測光手法の最適化の試み
VF（λ）に基づいた測光（VF（λ）測光）が，明るさや色の

評価に与える影響を理論的に評価した研究は報告されて
おり，色度における視覚的なミスマッチを低減させる効
果 58）や，照明用光源の性能評価に影響を与える可能性が
指摘されている 59）．一方，VF（λ）測光の実験的検証は，
筆者の知る限りほとんど報告がない．そこで，新しい分
光視感効率の提起に対する今後の研究課題として，VF（λ）
測光手法の最適化と実測による検証を設定する．

実計測検証が進んでいない要因として，VF（λ）が数値
データとして与えられれば，対象となる光源の分光分布
を用いて数値計算による評価が可能になる点が挙げられ
る．しかし，精密な絶対分光分布測定は一般に容易でな
く，その不確かさは比較的大きい（相対標準不確かさで
数パーセント）のが現状である．実際に，光度・照度
単位の具現においても，分光測定を用いずに，2.2.1 節
で示した方法が広く用いられている．また，CIE 170-
2:201553）においては，390 nm 以上での分光視感効率デー
タしか提供されておらず，最大波長 λm が定義できない
など，データの内外挿や平滑化が十分でない．そこで，
下記の 3 つの測定方法を総合的に検証することで，VF（λ）
測光手法の最適化を試みる．

第一に，光度・照度測定の不確かさが最も小さいと考
えられ，かつ，現状の単位具現方法に則した手法として，
VF（λ）に分光応答度が近似した受光器（VF（λ）受光器）の
作製と評価を行う．測定の概要としては，図 3 に示し
たセットアップが考えられる．複数の光学フィルタと Si 
PD を組み合わせた系を第一候補として，分光応答度が
VF（λ）との高い一致度の実現する系を見出す．産総研で
は，過去に 5 枚の色ガラスフィルタと Si PD を組み合わ
せることで V（λ）受光器を実現しており，この知見をベー
スに VF（λ）受光器の光学設計手法の最適化を図る．得ら
れた VF（λ）受光器の分光特性を評価し，代表的な光源に
対する測光データを取得する．また，従来の V（λ）に基
づく測光体系での測定結果との対比を含め，測定の信頼
性の程度を評価し，VF（λ）測光の計測上の課題を明らか
にする．

第二の手法として，従来型の V（λ）受光器（照度計など）
による測定結果に補正を加える方法を検討する．市販の
照度計は，図 3 に示した V（λ）受光器に類似した構成と
なっており，容易に測光量の計測が可能である．照度計
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